
様式第１号（第７条関係） 
長岡市住宅リフォーム支援事業補助金 
一般住宅リフォーム補助金交付申請書兼同意書 

 
平成  ２８ 年  ○ 月  ○ 日 

長岡市長  様 
 

（申請者）   （〒○○○－○○○○ ）       

住  所  長岡市大手通２－６       

氏
ふり

  名
がな

  住宅
じゅうたく

 一郎
いちろう

         ㊞ 

電話番号  ３９－○○○○         
次のとおり一般住宅リフォーム補助金の交付を申請し、下記同意事項について同意します。 

（該当する□の中に☑を入れてください。） 

対象住宅の所在地 
☑ 申請者住所と同じ 
□ 申請者住所と違う（長岡市                 ） 

住 宅 所 有 の 確 認 ☑ 本事業申請の住宅は自己所有のものです 

対 象 住 宅 の 種 別 
☑ 専用住宅  □ 集合住宅 
□ 併用住宅［床面積：住宅部分   ㎡ 住宅以外の部分   ㎡］ 

建 築 時 期 昭和・平成   ６０ 年  ４月 

三 世 代 同 居 申 請 ☑ します      □ しません 

工 事 種 別 ☑ Ⅰ バリアフリー・安全型    □ Ⅱ 省エネルギー型 
□ Ⅲ 防災型           ☑ Ⅳ 長寿命化型 

工 事 内 容 浴室の改修  トイレの増設 

工事仕様（製品名等） ユニットバス「○○○」設置  節水トイレ「○○○○」増設 

工  事  期  間 平成 ２８年 ○月 ○日 ～ 平成２８年 ○月 ○日 
（交付決定前に契約及び着工したものは対象となりません）            

総 工 事 費  
１,３００，０００ 円（リフォームに係る全体の工事費（税込））  

 補助対象工事費  
１,３００，０００ 円（税込）          

交 付 申 請 額  
２００，０００ 円                     

他 制 度 に よ る 助 成 の 有 無 ☑ 無  □ 有（制度名：                   ） 

本 人 同 意 事 項 
及 び 不 承 認 事 由 
確 認 欄 

私は、本事業の申請に関する内容確認のため、住民登録状況及び納税

状況、固定資産情報、他の制度の活用状況について、貴職において調査

を行うことに同意します。 
また、この申請書の内容について、暴力団排除のため、関係する官公

庁へ照会する場合があることに同意します。 
☑ 暴力団員又は暴力団関係者ではありません。 
☑ 暴力団の利益になる利用ではありません。 

 
署名（自署）： 住宅 一郎    ㊞  

（補助対象工事費の 20％で 10 万円限度、三世代

同居申請は 20 万円限度 千円未満切捨て） 

記載例２ 



様式第１号（第７条関係） 
裏 

施 工 業 者 

※1 申請時には業者ごと
に、見積書が必要で
す。 

※2 実績報告時には各業
者との契約ごとに、契
約書、領収書が必要で
す。 

※3 契約業者が３社以上
の場合は適宜の用紙
に記入してください。 

所 在 地 長岡市 大手通○－○ 

名称又は氏名 ㈱ ○○建築工業   (担当者：建設 進  ) 

電 話 番 号 ０２５８－○○―○○○○ 

所 在 地 長岡市 

名称又は氏名       (担当者：        ) 

電 話 番 号  

添 付 書 類 等 

☑ 建物の所有者、建築時期が確認できる書類の写し（固定資産税課税

明細書等） 
☑ リフォーム工事見積書の写し（総工事費の内訳として、補助対象工

事費の詳細が分かる見積書を作成してください。） 
☑ 補助対象箇所の内容が分かる図面（A３判又は A４判） 
 ※1 住宅全体の状況が分かる図面が必要です。 

・内装工事の場合はすべての階の平面図、外装工事の場合には４

面すべての立面図、屋根工事の場合には屋根の全体が分かる伏

図を添付してください。 
・外装工事や屋根工事の場合で、立面図又は屋根伏図を作成する

ことが困難なときは、すべての階の平面図に工事箇所を明示し

てください。 
・併用住宅の場合は住居部分とそれ以外の部分を色分けしたすべ

ての階の平面図を追加してください。 
※2 工事箇所にはしるしを付けてください。 
※3 補助対象工事の確認に寸法が必要な場合は表記してください。 

☑ リフォーム工事施工前の写真（工事箇所が確認できるもの） 
（工事場所の写真は施工前に加え、実績報告書提出時に「施工中」、「完

了後」のものが必要となります。提出できない場合は補助金の交付を

受けられない場合がありますので、ご注意ください。） 

 ※補助対象工事の確認に寸法が必要な場合は、メジャーテープ等を使用

して計測値等の分かる写真が必要です。 

☑ 工事仕様等に該当する材料・製品のカタログ 

□ 市外から転入する場合は、居住地で発行される納税証明書 

書 類 提 出 者 

☑ 施工業者と同じ     □ 申請者と同じ 
□ 代理人 氏名：          電話番号： 
      住所： 

◎申請に当たっては、期限内に確実に実施できる工事であることを確認し、交付決定を受けた後

に安易に中止することがないよう御注意願います。 


